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４ 要望（要請）活動  

(1) 執行部に対する要望等 

  ２(1)ロに記載のとおり，特別委員会設置直後は議員全員による会議の開催は行わず，

正副委員長を中心に知事への緊急の要望を取りまとめ，３月17日に知事へ要望を行った。 

その後の特別委員会の世話人会及び理事会において，４月１日付け教職員人事異動の

凍結についての教育委員会への申し入れ，被災者対策・応急対策等の緊急に実施すべき

事項についての知事への申し入れを協議し，それぞれ教育委員会へ３月25日に，知事へ

４月４日に申し入れを行った。 

 

  

 

(2) 国等に対する要望（要請） 

  発災直後から随時行ってきた特別委員会における現地調査や市町との意見交換等を通

じて把握した地域の現状及び課題について，県議会単独のほか，県内市町村議会や民間

団体と合同で政府・政党・経済団体等に対し要望（要請）活動を行ってきた。なお，そ

の多くは大震災に係る特別委員会の活動として行っている。 

特に，平成23年６月27日には，本県議会議員42人，市町議会議員43人が分担して各省

庁幹部及び本県選出等国会議員に対し要望及び意見交換を行った。（次表のうち No.5） 

また，平成24年１月から２月にかけては，当時喫緊の課題であった災害廃棄物処理推

進について，被災地以外の地方公共団体の協力を得るため，正副議長及び特別委員会正

副委員長が２人１組となり，分担して各都道府県議会等を個別に訪問し要請及び意見交

換を行った。（次表のうち No.8）  

また，平成24年８月28日には沿岸部における産業再生に係る課題が鮮明となったため，

宮城県商工会議所連合会及び宮城県商工会連合会と連携して，グループ補助金の継続や

雇用創出事業の柔軟な運用等について関係省庁等に要望した。（次表のうち No.11）  

なお，平成26年３月までに行った要望（要請）活動は次表のとおり。 

 

 先望要・容内・動活）請要（望要 日月年 

1 H23. 3.17 

 

○宮城県・岩手県・福島県３県議会議長合同による国等に対する緊急要請

【 内 容 】被災者の速やかな救出と救援の強化等 

 年月日 要望活動・内容 

1 H23. 3.17 ○知事に対する緊急要望 

【内容】県民の不安解消に向けた知事メッセージの発信，燃油確保， 

緊急車両通行規制の緩和 他 

2 H23. 3.25 ○県教育委員会に対する教職員の人事異動に関する申し入れ 

【内容】被災地の児童生徒のケア及び学校再建のため４月１日付け 

教職員人事異動の凍結 

3 H23. 4. 4 ○知事に対する緊急要望 

【内容】埋葬対策，自宅避難者を含めた生活関連物資等の提供， 

応急仮設住宅の早期建設 他 
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11 H24. 8.28 ○宮城県議会・宮城県商工会議所連合会・宮城県商工会連合会による 

 合同要請 

【 内 容 】中小企業等グループ施設等復旧整備事業の継続，事業復興型

雇用創出事業の改善，二重債務問題に係る被災者への支援 

【要請先】復興庁，経済産業省，民主党，県選出国会議員  

12 H24.10.30 ○中小企業等グループ施設等復旧整備事業に関する要請（県議会単独） 

【 内 容 】標記事業の継続，繰越手続等の弾力化運用等 

【要請先】復興庁，経済産業省，民主党，県選出国会議員 

13 H25. 1.24 ○震災復興対策に関する要望 

（宮城県議会・宮城県市議会議長会・宮城県町村議会議長会合同） 

【 内 容 】復興交付金・基金等における財政支援の継続・拡充， 

住宅再建の支援拡充，産業再生支援の強化等 

【要望先】県選出国会議員，各省庁等 

14 H25. 7.25 ○東京電力株式会社福島復興本社への要望（県議会単独） 

【 内 容 】風評被害に係る迅速かつ十分な損害賠償の実施，原発事故の

早期完全収束の実現 

【要望先】東京電力株式会社福島復興本社 

15 H25. 8.29 ○復興庁等に対する要望（県議会単独） 

【 内 容 】復旧・復興関連予算の確保，東日本大震災復興交付金制度の

継続及び拡充，被災者生活再建支援制度の拡充等 

【要望先】復興庁，内閣府，県選出国会議員 

   

  また，このほか，全国都道府県議会議長会や北海道・東北六県議会議長会など本県議

長等が構成員となっている団体を通じて要望活動を行った（詳細は第４節１参照）。 

 

 

 

    

  
知事への要請（平成23年 4月） 農林水産省への要望（平成25年 1月）
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素早い救援の関西広域連合とカウンターパート方式 

                              

 

              小野 隆 

              〔元副議長（H21.7～H23.11）／ 

               前大震災復旧・復興対策調査特別委員長（H23.11～H24.11）〕 

 

 東日本大震災は，平成23年３月11日金曜日午後２時46分に国内観測史上最大のマ

グニチュード9.0，栗原市で最大震度７という未曾有の大きさで,県内全域が激しく

揺れた。 

 その日のうちに「関西広域連合」は府県ごとに「カウンターパート方式」で被災

県を受け持つ対口支援へと力強く動き出した。 

 岩手県には大阪府・和歌山県が，福島県には京都府・滋賀県が，そして宮城県に

は兵庫県・徳島県・鳥取県が支援を担当することになった。 

 救援活動は，早速翌日から開始された。 

 ７府県が同年４月10日までに，全体で派遣した行政職員，医師，看護師らの数は

延べ8,643人。被災地に送った支援物資も，乾パン19万食，飲料水44万本，インスタ

ント米26万食，即席麺12万食，小児用おむつ50万枚などに上った。 

 機動性と阪神大震災の経験を踏まえた的確な支援活動に，ただ，感謝，感謝であ

ったことを忘れてはいない。 

 東日本大震災の前年の12月，２府５県が参加した「関西広域連合」は発足した。

都道府県レベルの広域連合では全国で初めて独自の予算や事業計画を持っている。 

 広域防災，観光・文化，産業振興，資格試験，医療，環境保全，職員研修の各分

野で府県境を超えた協力体制をつくるほか，国の出先機関の受け皿となることを目

指している。 

 これからもありうる災害に向けて，「東北の広域連携」の創設を宮城県村井知事は

提起したが，各県知事の考え方の温度差があり，いまだに実現していない。 
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